
　医療の給付が必要になった日から３０日以内に、下記の書類を添えて提出してください。

	書　　類　　名
	部数
	備　　　　考

	１ 養育医療給付申請書
	１部
	申請者（家族の方）がご記入ください。

※世帯調書は赤ちゃんの続柄を本人として記入してください。

※個人番号は、マイナンバーを利用して地方税関係情報を取得されることを希望する場合に記入してください（中間市に住所を有し、市町村民税の課税状況が判明している場合及び市町村民税課税（非課税）証明書の原本をお持ちの場合は、個人番号の記載は不要です。）。なお、18歳未満の方で未就業の場合は、個人番号の記載は不要です。

また、個人番号を記入する場合は、個人番号確認書類（全員分）（マイナンバーカード、住民票等個人番号が確認できる書類のいずれか１点）及び申請者の本人確認書類（写真付身分証明書１点又は写真なし身分証明書２点）をお持ちください。

	２ 養育医療意見書
	１部
	赤ちゃんの主治医に書いてもらってください。

	３ 世帯全員の住民票
	１部
	世帯全員の住民票が中間市にある場合は、住民票は不要です。
※住民票が中間市にない場合は、１部提出してください。

	４ 市町村民税等を証明するもの（表１をご参照ください。）又は生活保護受給証明書
	１部ずつ
	赤ちゃんと生計を同じにする扶養義務者の方の証明書が必要です。

（赤ちゃんからみた父母、祖父母、兄弟姉妹、その他民法877条第１項に規定する者）

ただし、１８歳未満の方で未就業の場合は証明書の提出は不要です。

※父親が単身赴任の場合：世帯外の扶養義務者となります。

	　表１）

収入の状況

必要書類

発行先

市町村民税が賦課されている

市町村民税課税証明書

課税対象年度の1月1日現在に住所があった市町村

※中間市に住所があった場合は不要

市町村民税が賦課されていない

市町村民税非課税証明書

注意　１．課税対象年度の１月１日現在に中間市に住所があった方は、当課で市町村民税等を確認しますので、証明書は不要です。
　　　２．１月から６月までの診療については前年度分、７月から翌年３月までの診療については当該年度分の証明書が必要です。

３．生活保護受給の方は、福祉事務所（生活支援課）発行の『生活保護受給証明書』が必要です。

　　　４．世帯全員（健康保険に加入している扶養義務者）が非課税の場合は、赤ちゃんの『標準負担額減額認定書』が必要です。

　　　　　　・国民健康保険の場合：健康増進課で交付

　　　　　　・被用者保険の場合：各保険者で交付

	５ 同意書（18歳以上）

　※マイナンバーで前住所地に市町村民税額等を確認する場合に必要。市町村民税額等確認書類をお持ちの場合及び中間市で税額等が確認できる場合は不要
	１部
	18歳以上の扶養義務者の方でマイナンバーを持っている本人が記入してください。ただし、マイナンバーを持っている本人が未成年者、成年被後見人等の場合は、その親権者、成年後見人等が自身の名前を記入してください。また、任意代理人が代理で自身の名前を記入する場合は、本人の委任状を一緒に提出してください。また、写真付きの身分証明書が必要です。

	６ 健康保険証及び子ども医療証の

　 原本とコピー
	１部ずつ
	赤ちゃんが加入している健康保険証と子ども医療証

	７ 委任状
	１部
	申請者（家族の方）が記入してください。

	８ 低体重児出生届
	１部
	母子健康手帳（別冊）の１ページ目にあります。

	９ 母子健康手帳のコピー
	１部
	母子健康手帳の「出生届出済証明」「妊婦の健康状態」

「妊娠中の経過観察」「出産の状態」をコピーしたもの。

（家庭訪問する際の資料とさせていただきます。）



養育医療給付申請手続のご案内





【問い合わせ先】


　中間市役所 健康増進課 高齢者医療係　


　℡（０９３）２４６－６２４６








